
川崎市妊婦健康診査委託要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１３条の規 

 定に基づく妊婦健康診査の費用に対して助成を行うことにより、妊娠時の異 

 常の早期発見・早期治療等を促進するとともに、妊婦及び胎児の健康管理の 

向上を図ることを目的とする。 

（対象者） 

第２条 妊婦健康診査費用の助成対象者は、本市に住所を有する妊婦とする。 

（実施機関） 

第３条 妊婦健康診査事業は、公益社団法人川崎市医師会（以下「医師会」と

いう。）に委託し、医師会に所属する産婦人科医が従事する病院又は診療所

において健康診査を実施する。 

２ 本事業について、市長が必要と認めた場合は、前項に定める妊婦健康診査

の実施機関（以下「健康診査実施機関」という。）以外の病院、診療所又は

助産院と妊婦健康診査事業の実施に関する協定を締結することで、当該機関

（以下「健康診査協力機関」という。）において、妊婦健康診査を実施させ

ることができる。 

（妊婦健康診査の内容） 

第４条 妊婦健康診査の内容は、診察、尿検査、血液検査、肝炎検査、超音波 

検査、保健指導、その他健康診査実施機関又は健康診査協力機関（以下「

実施機関等」という。）が必要と判断する検査等とする。 

２ 実施機関等は、妊婦健康診査の結果、医療を要する者について、医療が円

滑に行われるよう指導するものとする。 

（費用助成回数） 



第５条 妊婦健康診査の費用助成回数は、妊娠中１４回とする。 

（補助券の交付） 

第６条 母子保健法第１５条の規定に基づく妊娠の届出のあった妊婦に対し、 

別表第１に定める券種の妊婦健康診査費用補助券(第１号様式から第１４号

様式まで。以下「補助券」という。)を母子健康手帳とあわせて交付する。 

２ 本市以外で妊娠の届出をした妊婦が本市に転入してきた場合は、妊婦健康 

診査の受診状況を確認し、転入日における妊娠週数に応じ別表第２に定める

補助券を交付する。 

（補助券の有効期間） 

第７条 補助券の有効期間は、当該補助券の交付日から分娩日までとする。 

（補助券の利用方法） 

第８条 妊婦健康診査を受ける者が補助券を利用しようとするときは、補助券

に所定の事項を記入して実施機関等に提出するものとする。 

２ 補助券は、１回の妊婦健康診査につき１枚限りの利用とする。 

３ 補助券は、妊婦健康診査に要する費用が券面額以上の場合に限り利用する 

ことができるものとする。ただし、第６号様式については、妊婦健康診査の

費用が券面額に満たないものであっても利用することができることとし、こ

の場合にあっては、助成額は当該健康診査費用の額とし、実施機関等は、補

助券の健診費用欄にその額を記載するものとする。 

４ 補助券においては、実施機関等を実施機関と記載する。 

（助成の方法） 

第９条 妊婦健康診査費用の助成は、利用された補助券の券面金額を本市

が実施機関等に支払うことにより行う。 

（費用の請求） 

第１０条 健康診査実施機関が第４条の規定に基づき妊婦健康診査を行い、第



８条に規定する補助券が利用された場合は、当該健康診査実施機関は、利用

された補助券の券面金額に妊婦健康診査１回につき事務手数料２００円を加

えた額を、費用として算定するものとし、川崎市妊婦健康診査請求明細書兼

決定通知書（第１５号様式）及び川崎市妊婦健康診査補助券額未満利用時明

細書（第１６号様式）を作成し、本市と医師会との契約に定めるところによ

り市長に請求するものとする。 

２ 健康診査協力機関が第４条の規定に基づき妊婦健康診査を行い、第８条に

規定する補助券が利用された場合の請求については、利用された補助券の券

面金額に妊婦健康診査１回につき事務手数料２００円を加えた額を、費用と

して算定するものとし、別に定めるところによるものとする。 

（費用の支払い） 

第１１条 市長は、前条第１項の規定に基づき費用の請求を受けたときは、そ

の請求内容が適当と認められた場合、本市と健康診査実施機関との契約の定

めるところにより費用を支払うものとする。 

２ 市長が前条第２項の規定に基づき、費用の請求を受けたときの健康診査協

力機関への費用の支払いについては、別に定めるところによるものとする。 

（秘密の保持） 

第１２条 本事業の関係者は、秘密保持に最大の配慮を払うとともに、本事業

により知り得た秘密を本事業の目的以外に利用しないものとする。 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、こども未来局長が別

に定めるものとする。 

附 則 （平成２０年１０月１日 ２０川市こ家第７３１号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年１０月１日から施行する。ただし、この要綱の施 



行日前日までに妊娠届を提出し、施行日以降も妊娠継続中の妊婦については

妊婦健康診査実施要領（平成９年１０月１日施行）も引き続き適用する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行日の前日までに妊娠届を提出し、施行日以降においても妊 

娠継続中の妊婦については、第６条の規定にかかわらず、その者の年齢区分

に応じ附則別表で定める補助券（附則第１号様式、附則第２号様式）を交付

する。 

３ 前項の補助券は、妊婦健康診査の費用が券面額に満たないものであっても 

利用することができることとし、この場合にあっては、助成額は当該健康診

査費用の額とし、健康診査実施機関は、補助券の健診費用欄にその額を記載

するものとする。 

附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年８月２１日から施行し、令和２年４月１日から適用

する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の要綱の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、

当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができ

る。 

附 則 

（施行期日） 



１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の要綱の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、

当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができ

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年７月１１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の要綱の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、

当分の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができ

る。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年２月９日から施行する。 

 

附則別表 

年齢区分 補助券 

出産予定日において35歳未満 
4,000円券×1枚 

6,000円券×1枚 

出産予定日において35歳以上 6,000円券×1枚 

別表第1 

券種 交付枚数 

21,000円券 1枚 

8,000円券 3枚 

4,000円券 8枚 

6,000円券 2枚 

別表第２ 

転入日の妊娠週数 交付枚数 補助券種類 



～16週 

（4か月） 
13枚 

8,000円券×3枚 

4,000円券×8枚 

6,000円券×2枚 

17週～20週 

（5か月） 
12枚 

8,000円券×2枚 

4,000円券×8枚 

6,000円券×2枚 

21週～24週 

（6か月） 
11枚 

8,000円券×2枚 

4,000円券×7枚 

6,000円券×2枚 

25週～28週 

（7か月） 
10枚 

8,000円券×2枚 

4,000円券×6枚 

6,000円券×2枚 

29週～32週 

（8か月） 
8枚 

8,000円券×2枚 

4,000円券×5枚 

6,000円券×1枚 

33週～36週 

（9か月） 
6枚 

8,000円券×1枚 

4,000円券×4枚 

6,000円券×1枚 

37週～40週 

（10か月） 
4枚 

4,000円券×3枚 

6,000円券×1枚 

(備考)転入時に、血液検査等を含む感染症の検査を未実施で、母体や胎児の健康確保の観点から 21 , 0 0 0 円券交付の必要性が高い 

と判断される場合には、本来交付されるべき補助券種のうち、最も高額な券と差し替えることができる。 

(備考)1 6 週までに転入した場合で、母子健康手帳及び前住所地において発行された妊婦健康診査補助券の残数等により、妊婦健康 

診査を１度も受けていないことが確認された場合は、別表第１の枚数を交付する。 

 


